
新旧対照表（R7 土木工事共通仕様書） 

令和6年版 令和7年版 

改定理由 

 

編 
 

章 
 

節 
 

条 
 

項 項以下 編章節条 
（項目見出し） 現行条文 

 

編 
 

章 
 

節 
 

条 
 

項 項以下 編章節条 
（項目見出し） 新条文 

1 1 1 13 1 2  なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落

盤、火災、騒乱、暴動その他自然的または人為的な事象

による工事の中断については、1-1-1-41臨機の措置によ

り、受注者は、適切に対応しなければならない。 

1 1 1 13 1 2  なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火
災、騒乱、暴動その他自然的または人為的な事象による工事
の中断については、第1編1-1-1-41臨機の措置により、受注者
は、適切に対応しなければならない。 

誤植 

1 1 1 18 4 1 4.再生資源利用計画 受注者は、コンクリート、コンクリート及び鉄から成る

建設資材、木材、アスファルト混合物等を工事現場に搬

入する場合には、法令に基づき、再生資源利用計画を作

成し、施工計画書に含め監督員に提出するとともに、工

事現場の公衆の見やすい場所に掲示しなければならな

い。 

1 1 1 18 4 1 4.再生資源利用計画 受注者は、コンクリート、コンクリート及び鉄からなる建設

資材、木材、アスファルト混合物等を工事現場に搬入する場

合には、法令等に基づき、再生資源利用計画を作成し、施工

計画書にその写しを添付して監督員に提出するとともに、工

事現場の公衆の見やすい場所に掲示しなければならない。 

誤植 

1 1 1 18 5 1 5.再生資源利用促進計

画 

受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファル

ト・コンクリート塊、建設発生木材、建設汚泥または建

設混合廃棄物等を工事現場から搬出する場合には、法令

に基づき、再生資源利用促進計画を作成し、施工計画書

に含め監督員に提出するとともに、工事現場の公衆の見

やすい場所に掲示しなければならない。 

1 1 1 18 5 1 5.再生資源利用促進

計画 

受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コ

ンクリート塊、建設発生木材、建設汚泥または建設混合廃棄

物等を工事現場から搬出する場合には、法令等に基づき、再

生資源利用促進計画を作成し、施工計画書にその写しを添付

して監督員に提出するとともに、工事現場の公衆の見やすい

場所に掲示しなければならない。 

誤植 

1 1 1 20 1 1 1.完了届の提出 受注者は、契約書第29条の規定に基づき、完了届を監督

員に提出しなければならない。 

1 1 1 20 1 1 1.完了届の提出 受注者は、契約書第29条の規定に基づき、完了届を監督員を

通じて発注者に提出しなければならない。 

誤植 

1 1 1 23 3 1 3.標示板の設置 受注者は、施工に先立ち工事現場またはその周辺の一般

通行人等が見易い場所に、工事名、工期、発注者名及び

受注者名を記載した標示板を設置し、工事完成後は速や

かに標示板を撤去しなければならない。ただし、標示板

の設置が困難な場合は、監督員の承諾を得て省略するこ

とができる。 

1 1 1 23 3 1 3.標示板の設置 受注者は、施工に先立ち工事現場またはその周辺の一般通行

人等が見易い場所に、工事目的、工期、発注者名及び施工者

名を記載した標示板を設置し、工事完成後は速やかに標示板

を撤去しなければならない。ただし、標示板の設置が困難な

場合は、監督員の承諾を得て省略することができる。 

文言の統一 

1 1 1 30 8 1 8.低騒音型・低振動型

建設機械 

受注者は、建設工事に伴う騒音振動対策技術指針によっ

て低騒音型・低振動型建設機械を設計図書で使用を義務

付けている場合には、低騒音型・低振動型建設機械の指

定に関する規定に基づき指定された建設機械を使用しな

ければならない。ただし、施工時期・現場条件等により

一部機種の調達が不可能な場合は、認定機種と同程度と

認められる機種または対策をもって協議することができ

る。 

1 1 1 30 8 1 8.低騒音型・低振動

型建設機械 

受注者は、建設工事に伴う騒音振動対策技術指針によって低

騒音型・低振動型建設機械を設計図書で使用を義務付けてい

る場合には、低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規

程に基づき指定された建設機械を使用しなければならない。

ただし、施工時期・現場条件等により一部機種の調達が不可

能な場合は、認定機種と同程度と認められる機種または対策

をもって協議することができる。 

誤字 

1 1 1 32 5 1 5.交通安全法令の遵守 受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっ

ては、交通の安全について、監督員、道路管理者及び所

轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識、区画線及

び道路標示に関する命令、道路工事現場における標示施

設等の設置基準、道路工事現場における表示施設等の設

置基準の一部改正について、道路工事現場における工事

情報板及び工事説明看板の設置について及び道路工事保

安施設設置基準（案）に基づき、安全対策を講じなけれ

ばならない。 

1 1 1 32 5 1 5.交通安全法令の遵

守 

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたって

は、交通の安全について、監督員、道路管理者及び所轄警察

署と打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示

に関する命令、道路工事現場における標示施設等の設置基

準、道路工事現場における標示施設等の設置基準の一部改正

について、道路工事現場における工事情報板及び工事説明看

板の設置について及び道路工事保安施設設置基準（案）に基

づき、安全対策を講じなければならない。 

誤字 

1 1 1 32 13 1 14.通行許可 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限

令第3条における一般的制限値を超える車両を通行させ

るときは、道路法第47条の2に基づく通行許可を得てい

ることを確認しなければならない。また、道路交通法施

行令第22条における制限を超えて建設機械、資材等を積

載して運搬するときは、道路交通法第57条に基づく許可

を得ていることを確認しなければならない。 

1 1 1 32 13 1 13.通行許可等 受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令第3

条における一般的制限値を超える車両を通行させるときは、

道路法第47条の2に基づく通行許可、または、道路法第47条の

10に基づく通行可能経路の回答を得ていることを確認しなけ

ればならない。また、道路交通法施行令第22条における制限

を超えて建設機械、資材等を積載して運搬するときは、道路

交通法第57条に基づく許可を得ていることを確認しなければ

ならない。 

更新、 



新旧対照表（R7 土木工事共通仕様書） 

令和6年版 令和7年版 

改定理由 

 

編 
 

章 
 

節 
 

条 
 

項 
項以下 編章節条 

（項目見出し） 現行条文 
 

編 
 

章 
 

節 
 

条 
 

項 
項以下 編章節条 

（項目見出し） 新条文 

1 1 1 34 1 82 (80) 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 1 1 1 34 1 82 (80) 個人情報の保護に関する法律 最新通達の適用 

        1 1 1 42 0 1 1-1-1-42 石綿使用の有無 新規追加 

        1 1 1 42 1 1  受注者は、建築物・工作物等の解体・改修工事を行う際、石

綿（アスベスト）の使用の有無の「事前調査」を行わなけれ

ばならない。石綿障害予防規則に基づく一定規模以上の工事

にあっては「事前調査結果の報告」を所轄労働基準監督局に

届出を行わなければならない。また、大気汚染防止法に基づ

き、特定粉じん発生施設を設置しようとするときは、都道府

県知事に届出を行わなければならない。 

新規追加 

1 2 1 0 1 1 1.適用工種 本章は、河川土工、海岸土工、砂防土工、道路土工、港

湾土工、空港土工その他これらに類する工種について適

用する。 

1 2 1 0 1 1 1.適用工種 本章は、河川土工、海岸土工、砂防土工、道路土工その他こ

れらに類する工種について適用する。 

誤植 

 

 

 

 

 

 
 


